
0601  産業大分類別賃金指数（現金給与総額）

 (長野県 規模30人以上) (平成28年平均＝100)

年 調査産業計 建設業 製造業 情報通信業
卸売業
小売業

医療，
福祉

28 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

29 100.5 98.6 101.4 102.9 99.2 96.8

30 101.2 125.1 104.6 106.5 95.9 90.6

　　　　長野県情報政策課 「毎月勤労統計調査」



0602  産業大分類別実質賃金指数（現金給与総額）

(長野県 規模30人以上) (平成28年平均＝100)

年 調査産業計 建設業 製造業 情報通信業
卸売業
小売業

医療，
福祉

28 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

29 99.9 98.0 100.8 102.3 98.6 96.2

30 99.2 122.6 102.5 104.4 94.0 88.8

　　　　長野県情報政策課 「毎月勤労統計調査」



0603  産業大分類別常用労働者1人平均月間現金給与額（現金給与総額）

(長野県 規模30人以上) (単位　円）

年 調査産業計 建設業 製造業 情報通信業
卸売業
小売業

医療，
福祉

28 340,807 401,541 397,675 413,594 208,773 367,679

29 341,815 408,609 397,534 405,122 214,609 360,495

30 344,972 515,473 410,330 420,344 207,281 337,990

　　　　長野県情報政策課 「毎月勤労統計調査」



0604  産業大分類別常用労働者1人平均月間労働時間（総実労働時間）

(長野県 規模30人以上) (単位　　時間）

年 調査産業計 建設業 製造業 情報通信業
卸売業
小売業

医療，
福祉

28 152.4 170.9 164.3 157.2 132.8 152.5

29 152.1 172.6 165.6 156.7 132.8 149.3

30 152.0 174.6 164.1 161.4 132.1 145.4

　　　　長野県情報政策課 「毎月勤労統計調査」



0605  産業大分類別常用労働者数

(長野県 規模30人以上) (単位　　人）

年 調査産業計 建設業 製造業 情報通信業
卸売業
小売業

医療，
福祉

28 401,662 9,963 131,972 6,855 49,637 68,294

29 401,900 10,158 133,103 6,971 49,832 67,071

30 418,660 10,834 140,976 7,127 50,077 79,846

　　　　長野県情報政策課 「毎月勤労統計調査」



0606　　職業紹介状況

総　数 男 女

人 人 人 人 人 人 倍

28 109,020 41,184 76,163 18,373 7,952 10,395 1.43

29 114,689 42,764 75,053 17,511 7,263 10,210 1.53

30 116,365 40,897 71,731 16,707 7,135 9,536 1.62

　　　　松本公共職業安定所(管内：松本市・塩尻市（旧楢川村を除く）・安曇野市・東
　　　　注 上表の総数は、統計処理の関係上男女の合計と必ずしも一致しません。

年度

求　 人 　数 求　　職　　者　　数
有効求人
倍    率有　効 新　規 有　効

新　　　規



件 件 件 ％

6,549 2,801 3,739 35.6

6,301 2,643 3,653 36.0

5,993 2,518 3,468 35.9

筑摩郡）

就　　職　　件　　数

就職率
総　数 男 女



0607　　産業別求人・充足状況

新規求人数 充足件数 新規求人数 充足件数 新規求人数 充足件数

総 数 41,184    6,465 42,764    6,081 40,897    5,856 

農 業 林 業 、 漁 業 277       112   285       137   307       103   

鉱業、砕石業、砂利採取業 6         4     4         2     4         2     

建 設 業 2,333     293   2,608     240   2,564     273   

製 造 業 3,796     1,227 4,463     1,283 4,294     1,185 

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業 21        16    28        16    22        5     

情 報 通 信 業 803       64    875       61    926       71    

運 輸 業 , 郵 便 業 2,548     390   2,996     374   2,534     346   

卸 売 ・ 小 売 業 5,836     922   5,137     853   4,493     785   
金融・保険業、不動産・物品賃貸業 894       144   1,006     156   982       129   
学術研究、専門、技術サービス業 840       167   829       161   877       132   

宿泊業、飲食サービス業 3,127     362   3,610     336   3,659     304   

生活関連サービス、娯楽業 1,393     148   1,540     109   1,497     111   

教 育 、 学 習 支 援 業 783       179   706       205   679       170   

医 療 ・ 福 祉 6,301     1,224 6,459     1,074 7,198     1,161 

複 合 サ ー ビ ス 事 業 72        18    86        20    101       22    

サ ー ビ ス 業 11,500    844   11,426    707   9,955     688   

公 務 654       351   706       347   805       369   

　　　　松本公共職業安定所
　　　　　(管内：松本市・塩尻市（旧楢川村を除く）・安曇野市・東筑摩郡）
　　　　注　充足件数は、安定所紹介により採用された件数をいう。

　　　　　（単位　　人）

区　　　　分
28 年 度 29 年 度 30 年 度



0608　　新規高等学校卒業者職業紹介状況

求人数
県内 総数 県内 県外

28 4,326     562       915       558       471       87        

29 4,402     540       1,024     538       445       93        

30 4,199     601       1,197     593       481       112       

　　　　松本公共職業安定所(管内：松本市・塩尻市（旧楢川村を除く）・安曇野市・東筑摩郡）

年度 卒業者数 求職者数
就職者数



0609　雇用保険・失業給付支給状況

年　　間 月平均 対前年度比
人 人 ％ 千円

28 16,413 1,368 △ 12.9 1,952,210

29 16,624 1,385 1.2 1,977,961

30 15,481 1,290 △ 6.9 1,882,737

　　　　松本公共職業安定所(管内：松本市・塩尻市（旧楢川村を除く）・安曇野市・東筑摩郡）

年度
基　　本　　手　　当

受　　給　　者　　数
支給額



0610  業種別・事故の型別労働災害発生状況

28年 29年 29年 構成比(％)
墜落
・

転落
転 倒

322(2) 318(4) 372 70 88

100.0 18.8 23.7

66 70(1) 69 18.5 8       17      

食 料 品 製 造 業 31 25 31 8.3 3       11      

繊 維 ・ 繊 維 製 品 製 造 業 -        -        -        -        -       -       
木材・木製品・家具・装備品製造

業
5 1 2 0.5 -       -       

パルプ・紙加工品、印刷製本
業

3 4 4 1.1 1       -       

化 学 工 業 2 3 1 0.3 -       1       

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 6 4(1) 3 0.8 1       -       

鉄 鋼 ・ 非 鉄 金 属 製 造 業 2 1 2 0.5 -       -       

金 属 製 品 製 造 業 4 9 5 1.3 2       -       

一 般 機 械 器 具 製 造 業 6 6 8 2.2 -       3       

電 気 機 械 器 具 製 造 業 3 7 5 1.3 1       1       

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 3        3        3 0.8      -       1       

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業 -        1        -        -        -       -       

そ の 他 の 製 造 業 1 6 5 1.3 -       -       

-        -        -        -        -       -       

30(2) 27 50 13.4 16      6       

土 木 工 事 業 6 5 13 3.5 3       4       

建 築 工 事 業 17(1) 21 31 8.3 10      1       

設 備 工 事 業 7(1) 1 6 1.6 3       1       

49 51(2) 61 16.4 16      9       

道 路 貨 物 運 送 業 36 42(1) 50 13.4 14      5       

そ の 他 の 交 通 運 輸 業 10 9(1) 10 2.7 2       4       

陸 上 貨 物 取 扱 業 3 -        1        0.3 -       -       

11 11 8 2.2 1       -       

166 159(1) 184 49.5 29      56      

　　　　松本労働基準監督署「労働災害の現状」
　　　　注 (1)松本労働基準監督署管内分（松本市（旧梓川村を除く）、塩尻市、安曇野市（旧明科
　　　 　　(2)休業４日以上の労働災害被災者数です。
　　　　　 (3)（　）内は死亡数で内数です。

区 分

総 数

構 成 比 （ ％ ）

そ の 他 の 事 業

製 造 業

鉱 業

建 設 業

運 輸 貨 物 業

林 業



激 突
飛来
・

落下

崩壊
・

倒壊
激突され

はさまれ
・巻き込

まれ

切れ
・

こすれ
感 電 交通事故 無理な動作 その他

22 5 3 19 46 29 -       25 48 17

5.9 1.3 0.8 5.1 12.4 7.8 -       6.5 12.9 4.8

5       1       -       3       15      10      -       1       5       4       

1       1       -       -       6       5       -       -       1       3       

-       -       -       -       -       -       -       -       -       -       

-       -       -       -       1       1       -       -       -       -       

-       -       -       -       2       1       -       -       2       -       

-       -       -       -       -       -       -       -       1       -       

-       -       -       1       1       -       -       -       -       -       

2       -       -       -       -       -       -       -       -       -       

1       -       -       -       1       1       -       -       -       -       

-       -       -       1       3       -       -       -       1       -       

-       -       -       -       -       -       -       1       2       -       

-       -       -       -       -       1       -       -       1       -       

-       -       -       -       -       -       -       -       -       -       

1       -       -       1       1       1       -       -       -       1       

-       -       -       -       -       -       -       -       -       -       

-       1       2       1       10      7       -       4       1       2       

-       -       1       1       2       -       -       2       -       -       

-       1       1       -       6       7       -       2       1       2       

-       -       -       -       2       -       -       -       -       -       

6       3       -       2       9       1       -       4       11      -       

5       3       -       1       9       1       -       2       10      -       

1       -       -       -       -       -       -       2       1       -       

-       -       -       1       -       -       -       -       -       -       

-       -       -       3       -       3       -       -       1       -       

11      -       1       10      12      8       -       15      30      12      

町のみ）、東筑摩郡、木曽郡）です。



0611 勤労者福祉センター利用状況

  (1)  利用状況

総数 うち、後納 うち、減免
件 件 件 件 人 円

28 1,759 41 13 4,160 126,335 9,890,619

29 302 7 2 899 31,512 1,640,167

30 2,372 61 91 4,856 188,674 ##########

　　　　  〔総減免額〕　平成28年度 407千円、平成29年度 20千円、平成30年度 20千円
　　　 (2)平成29年度は、４月1日～6月30日まで（改修工事のため以後休館）
  (2)  団体別利用状況

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比
件 % 件 % 件 %

4,160 100.0 899 100.0 4,856 100.0
労 働 団 体 590 14.2 60 6.7 270 5.6
官 公 庁 211 5.1 46 5.1 499 10.3
会 社 商 店 979 23.5 331 36.8 1,345 27.7
公 益 団 体 828 19.9 145 16.1 920 18.9
経 済 団 体 56 1.3 25 2.8 160 3.3
政 党 36 0.9 8 0.9 41 0.8
市民グループ 679 16.3 196 21.8 922 19.0
個 人 8        0.2 -        0.0 -        0.0
そ の 他 773      18.6 88       9.8 699      14.4

  (3)  目的別利用状況

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比
件 % 件 % 件 %

4,160 100.0 899 100.0 4,856 100.0
大会・式典 500 12.0 3 0.3 67 1.4
講習会・会議等 3,610 86.8 876 97.4 4,429 91.2
展 示 会 43       1.0 -        0.0 78       1.6
ｽﾎﾟｰﾂ・レク 7        0.2 -        0.0 -        0.0
そ の 他 -        -        20       2.2      282      5.8

　　　　長野県松本勤労者福祉センター

　　注 (1)使用料のうち、官公庁の雇用施策等については使用料が減免されています。

年度
申込件数

利用件数 利用者数 使用料総額

総 数

区　　分
28年度 29年度 30年度

総 数

区　　分
28年度 29年度 30年度



0612  青少年ホーム（勤労青少年ホーム）利用状況

計 男 女 計 ホーム 体育館

人 人 人 歳 日 人 人 人 人

28 355 129 226 28.3 297 22.3 6,629 2,692 3,937

29 323 130 193 27.8 293 20.2 5,916 2,156 3,760

30 338 154 184 28.3 293 20.9 6,113 2,716 3,397

　　　　青少年ホーム

年度 開館日数
1日平均
利用者

利 用 状 況登録者数 平　均
年　齢



0613  女性センター利用状況

件数 人数 件数 人数
面接相談(女性
弁護士を含む)

件数

電話相談(男性
相談を含む)

件数

総　　　数
(実利用者数)

件 人 件 人 件 件 件(人)

28 1,060 6,437 574 5,985 293 159 452(452) 

29 1,236 9,851 804 9,419 312 120 432(432) 

30 910 5,059 511 4,660 246 153 399(399) 

　　　　人権・男女共生課

年度

総数 会議室 相談室



0614  トライあい・松本利用状況 (単位　人)

小計 女子労働者
一般勤労

家庭女性他 小計 女子労働者
一般勤労

家庭女性他 児童

28 24,561 2,147 824 1,323 22,414 5,804 16,404 206

29 22,360 2,436 967 1,469 19,924 5,097 14,564 263

30 24,961 2,274 786 1,488 22,687 6,422 15,898 367

　　　　人権・男女共生課

年度 総数

トライあい・松本主催及び共催事業 グループ活動及び女性団体等の利用



0615  多文化共生プラザ利用状況 (単位　人)

うち主催
事業参加

人数

うち電話
相談人数

うち窓口
相談人数

28 6,735 2,782 1,395 828 567 298 1,721

29 7,008 4,097 1,077 584 493 416 2,307

30 6,435 4,088 875 455 420 368 1,512

　　　　人権・男女共生課

相談件数
（単位：人）

年度

利用者総数（単位：人） 相談利用者数(延べ人）（単位：人） 相談利用者
のうち多言
語相談人数
（単位：人）



0616  ファミリーサポートセンター活動状況

依頼会員 協力会員 依頼協力会員 回数(回) 時間(H)

28 2,501 2,224 190 87 3,090 7,025

29 2,640 2,398 170 72 3,263 6,474

30 2,948 2,672 194 82 3,655 7,549

　　　　こども育成課

年度 総数

会員の種類 活動回数及び活動時間



0617  松本市勤労者共済会の状況

件数 融資額
事務所 人 件 千円 件 千円

28 1,577    8,389    1,621    22,439   -        -        

29 1,559    8,157    1,688    26,357   -        -        

30 1,527    8,168    1,747    27,571   -        -        

　　　　労政課

年度

加入者 共済給付金支給状況 融資状況

事務所 会員 件数 給付金額
生活資金



0618  勤労者資金融資状況

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
件 千円 件 千円 件 千円 件 千円 件 千円 件 千円

28 3 5,500 - - - - - - - - 3 5,500 

29 5 7,900 - - - - - - - - 5 7,900 

30 2 2,330 - - - - - - - - 2 2,330 

　　　　労政課

生活
年度

総数 教育 医療 慶弔 災害



0619  勤労者住宅建設資金融資利子補給状況

年度 融資件数 長期貸付 短期貸付 利子補給金
件 件 件 千円

28 99            99            -             2,668         

29 91            91            -             2,111         

30 108           108           -             2,338         

　　　　労政課
　　　　注 「長期貸付」とは貸付期間が5年を超えるものをいい、「短期貸付」とは
　　　 　　貸付期間が5年以下のものをいいます。



0620  中小企業退職金共済掛金補助金交付状況

年度 交付事業所 交付件数 交付補助金
事業所 人 千円

28 293 1,054 6,234

29 265 926 5,718

30 252 808 4,894

　　　　労政課



0621  特定退職金共済掛金補助金交付状況

年　度 交付事業所 交付件数 交付補助金
事業所 人 千円

28 119 342 1,496

29 112 342 1,469

30 106 358 1,466

　　　　労政課


